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令和４年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

河川砂防課

令和４年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

No. 事業名
事業箇所
（地区名）

事業年度
（上段：前回）
（下段：今回）

進捗率
（上段：前回）
（下段：今回）

対応方針

１ 事業間連携砂防等事業 池ノ平第二
-

H２８～R６
-

５１．８％
継続

２ 事業間連携砂防等事業
一番ヶ瀬下
第三

-
H２８～R７

-
２６．３％

継続

３ 事業間連携砂防等事業 末瀬川
-

H２７～R７
-

２０．８％
継続

４ 広域河川改修事業 松浦川
H１４～R１２
H１４～R１４

５３．０％
６８．６％

継続

５ 地震・高潮対策河川事業 浜川
H２～R９
H２～R９

６１．７％
６２．２％

継続

６

７
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砂防事業のＢ/Ｃの考え方
総便益Ｂ ： 砂防施設整備によってもたらされる総便益額（被害軽減額）

・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産）

・農作物被害（水稲、畑作物）

・公共土木施設等災害被害（道路,橋梁,下水道及び都市施設,農地等等）

・間接被害（事業所の営業停止被害、交通途絶被害、発電所被害、観光被
害、応急対策被害等）

・人身被害（逸失利益、精神損害額）

・残存価値
総費用Ｃ ： 砂防施設の整備及び維持管理に要する費用

・建設費、維持管理費（※整備完了後５０年間）

～Ｂの算出～

①砂防施設整備を行わなかった場合に
起こり得る土石流被害を土砂災害警戒
区域にて再現する。

②土砂災害警戒区域により得られた、危
険区域における被害額を算出する。

③上記の被害額については、砂防施設
により抑制されるものなので、これを便益
（Ｂ）とする。

河川改修事業のＢ/Ｃの考え方

×
×
×

氾濫解析

A

A

A－A断面

【浸水エリア】

総便益Ｂ ： 治水施設整備によってもたらされる総便益額（被害軽減額）

・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産）

・農作物被害（水稲、畑作物）

・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁、農地等）

・間接被害（事業所の営業停止被害、応急対策被害等）

・残存価値
総費用Ｃ ： 治水施設の整備及び維持管理に要する費用

建設費、維持管理費（※事業完了後５０年間）

～Ｂの算出～

①河川改修を行わなかった場合に起こり
得る浸水被害を氾濫解析にて再現する。

②氾濫解析により得られた、浸水区域に
おける被害額を算出する。

③上記の被害額については、河川改修
により軽減されるものなので、これを便益
（Ｂ）とする。

破堤

越水

越水

河川

越水
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  様式イ 

令和４年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名： 河川砂防課  ） 

 

事 業 名 

（路河川等名） 

事業間連携砂防等事業 

池ノ平第二 

継続・中止理由 池ノ平第二渓流は、神埼市脊振町広滝に位置し、一級河川筑

後川水系城原川へ流れ込む、流域面積 0.27km2 の土石流危険渓

流である。 

下流保全地域には、人家や公共施設（公民館、県道等）が存

在し集中豪雨等による土砂災害が発生した場合、その被害は甚

大なものになると懸念される。 

これまでの事業の進捗としては、令和 3 年度末までの進捗率

で約 52％となっている。 

地域住民の安全・安心を確保するためには、当事業の継続が

必要である。 

 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

整備前の流域内に対して計画規模の降雨量を発生させ土石

流が発生した場合の土石流被害額を算出し、それをＢ（便益）

とする。 

砂防整備費及び 50 年間の維持管理費をＣ（費用）とする。 

 

・総便益額（現在価値化した総便益） 

Ｂ ＝ 1,536百万円 

・総費用額（現在価値化した総費用） 

Ｃ ＝  412百万円 

・Ｂ／Ｃ＝ 1,536 / 412 ＝ 3.7 ※費用対効果 

 

備  考  
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様式１  

令和４年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

 

番号 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 
備考 

 
 

 

事業間連携砂
防等事業 

（池ノ平第二） 

 砂防施設整備を行い、
土石流及び土砂ととも

に流下する流木を確保
し、下流域への土砂流出
による土砂流被害を未

然に防止し地域住民の
生活基盤の確保と民生
の安定を図るものであ

る。 
 
 

 
 
 

 

全体事業費：5.0億円 
事業期間 ：H28～R6 

事業内容 
砂防堰堤工 1基 
（H=10.0m,L=40.8m) 

渓流保全工 L= 48.8ｍ 
 管理用道路 L=502.7ｍ 

 用地買収を完了し、管
理用道路、本堤工に着手

している。 
今後、渓流保全工を実施
する予定である。 

 
(R3末 進捗率  51.8％) 
(年平均進捗率  8.6％) 
 

近年の気候変動に伴い、
全国的に災害が頻発化、激

甚化している状況であり、
保全対象区域の家屋や公
共施設等は計画当初から

変わっていないことから、
土石流対策の重要性も変
わらず高い。 

最新のマニュア
ルに基づき、費
用対効果（B/C）
を算定した。 
・総便益 
B=1,536百万円 

・総費用額 
C=412百万円 

 

・B/C=3.7 

(コスト縮減策) 
 

・本堤工及び垂直

壁 工 の コ ン ク

リ ー ト 打 設 時

に 残 存 型 枠 を

使 用 す る こ と

に よ り 掘 削 の

軽 減 や 足 場 設

置 が 不 要 と な

る。 

 

・側壁の裏込材に

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを

使うなど再生材

を積極的に使用

する。 

 

国の再評価
実施要領等

で定められ
た県が実施
する再評価 

 
 
 

 
 
 

継続 
（理由） 
本事業の効果を
発現させること
により地域住民
の安全・安心な
暮らしに寄与す
るため、事業を
継続したい。 
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事業名：事業間連携砂防等事業
いけのひら

箇所名：池ノ平第二
かんざきし せふりまち ひろたき

事業地：神埼市脊振町広滝地内

国の再評価実施要領等で定められた
県が実施する再評価

令和４年度 再評価委員会

1

位置図
神埼市脊振町広滝

池ノ平第二
神埼市脊振町広滝

神埼市役所
脊振総合支所
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2

事業目的

〇土石流等の土砂災害から人命、財産等を守るため
砂防施設の整備を行う。

・砂防堰堤工 1基 （H=10.0m、Ｌ＝40.8m)
渓流保全工 L＝ 48.8ｍ

管理用道路 Ｌ＝502.7ｍ

を整備し土砂災害の防止を図る。

・保全対象

人家 29戸、 公民館2戸、 事業所3戸、

県道580ｍ、市道640ｍ

3

流域 A=0.27ｋｍ2

土石流被害想定区域

（一）広滝大和富士線

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

保全対象
人家 29戸
公民館 2戸
事業所 3戸
県道 580ｍ
市道 640ｍ

広滝ｺﾐｭﾆﾃｨ集会所

池ノ平生活改善ｾﾝﾀｰ

城原川

（主）三瀬神埼線
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事業概要
平面図

正面図

縦断図

砂防堰堤工 1基 （H=10.0m、Ｌ＝40.8m）

渓流保全工 L＝48.8ｍ

管理用道路 Ｌ＝200.0ｍ

48.8ｍ

40.8ｍ

10.0ｍ

・全体事業費 500百万円

・事業期間 H28～R6
・砂防堰堤工 1.0基

（H=10.0m、Ｌ＝40.8m)
・渓流保全工 L＝ 48.8ｍ
・管理用道路 Ｌ＝502.7ｍ

・費用対効果 3.7

管理用道路 Ｌ＝180.7ｍ

管理用道路 Ｌ＝122.0ｍ

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例

5

事業進捗状況

事業進捗状況

※面積ベース

全体事業費 令和3年度まで 令和4年度 令和5年度以降

事業費(百万円) 500 259 185 56

進捗率(%) 51.8 88.8 100.0

用地進捗率(%)※ 100.0 100.0 100.0

・砂防堰堤工1基（H=10.0m、Ｌ=40.8m)
・渓流保全工 L＝ 48.8ｍ

・管理用道路 L＝200.0ｍ

・管理用道路 L＝180.7ｍ

・管理用道路 L＝122.0ｍ

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例
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6

整備（予定）前後の状況

整備前 整備後

砂防堰堤工（近景）

砂防堰堤工（遠景）

整備中

整備中

完成イメージ

7

事業を巡る社会情勢等の変化

近年の気候変動に伴い、全国的に災害が頻発化、激甚
化している状況であり、保全対象区域の家屋や公共施設
等は計画当初から変わっていないことから、土石流対策
の重要性も変わらず高い。

・

【最近豪雨の状況】

8



8

費用対効果

B/Cは１．０を上回っている。

総費用額Ｃ：砂防施設の整備及び維持管理に要する費用
（建設費、維持管理費（※事業完了後５０年間））

総便益額Ｂ：砂防施設整備によってもたらされる総便益額（被害軽減額）

・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産）
・農作物被害（水稲、畑作物）
・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁、農地等）
・間接被害（事業所の営業停止被害、応急対策被害等）
・人身被害（逸失利益、精神的損害額）
・残存価値

総費用Ｃ： ４１２百万円
総便益Ｂ： １,５３６百万円

⇒費用対効果
Ｂ／Ｃ＝１,５３６／４１２＝３.７

9

コスト縮減や代替案等の可能性

【コスト縮減】

・本堤工及び垂直壁工のコンクリート打設時に残存型枠を

使用することにより掘削の軽減や足場設置が不要となる。

・側壁の裏込材に再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うなど再生材を積極

的に使用する。

【代替案の検討】

・特になし

9



10

●池ノ平第二は、土石流等の土砂災害から人命、財産等
を守るため砂防施設の整備を行う事業である。

●費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C=3.7）が確
保されている事業である。

●事業進捗率は事業費ベースで約52％（令和3年度末）
であり、用地進捗率は100％となっている。

●本事業の効果を発現させることにより 地域住民の安
全・安心な暮らしに寄与するため、事業を継続する
こととしたい。

対応方針（事業課案）

10



  様式イ 

令和４年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名： 河川砂防課  ） 

 

事 業 名 

（路河川等名） 

事業間連携砂防等事業 

一番ヶ瀬下第三 

継続・中止理由 一番ヶ瀬下第三渓流は、神埼市脊振町服巻に位置し、一級河

川筑後川水系城原川に流れ込む、流域面積 0.468 ㎢の土石流危

険渓流である。 

下流保全地域には人家や公共施設（公民館、県道等）が存在

し集中豪雨等による土砂災害が発生した場合、その被害は甚大

なものになると懸念される。 

これまでの事業の進捗としては、令和３年度末までの進捗率

で約 26％となっている。 

地域住民の安全・安心を確保するためには、当事業の継続が

必要である。 

 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

整備前の流域内に対して計画規模の降雨量を発生させ土石

流が発生した場合の土石流被害額を算出し、それをＢ（便益）

とする。 

砂防整備費及び 50 年間の維持管理費をＣ（費用）とする。 

 

・総便益額（現在価値化した総便益） 

Ｂ ＝ 602百万円 

・総費用額（現在価値化した総費用） 

Ｃ ＝  397百万円 

・Ｂ／Ｃ＝ 602 / 397 ≒ 1.5 

 

備  考  
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様式１  

令和４年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

 

番号 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 
備考 

 
 

 

事業間連携砂
防等事業 

（一番ヶ瀬下
第三） 

 砂防施設整備を行い、
土石流及び土砂ととも

に流下する流木を確保
し、下流域への土砂流出
による土砂流被害を未

然に防止し地域住民の
生活基盤の確保と民生
の安定を図るものであ

る。 
 
 

 
 
 

 

全体事業費：5.1億円 
事業期間  ：H28～R7 

事業内容 
砂防堰堤工 1基 
（H=10.5m,L=59.9m) 

前庭保護工 L= 10.6ｍ 
渓流保全工 L= 46.4ｍ 

 管理用道路 L=239.9ｍ 

 用地買収を完了し、管
理用道路に着手してい

る。 
今後、砂防堰堤工、前提
保護工、渓流保全工を実

施する予定である。 
 
(R3末 進捗率  26.3％) 
(年平均進捗率  4.4％) 
 

近年の気候変動に伴い、
全国的に災害が頻発化、激

甚化している状況であり、
保全対象区域の家屋や公
共施設等は計画当初から

変わっていないことから、
土石流対策の重要性も変
わらず高い。 

最新のマニュア
ルに基づき、費
用対効果（B/C）
を算定した。 
・総便益 
B=602百万円 

・総費用額 
C=397百万円 

 

・B/C=1.5 
 
B/Cは1.0を上回 

っている。 

(コスト縮減策) 
 

・本堤工及び垂直

壁工のコンクリ

ート打設時に残

存型枠を使用す

ることにより掘

削の削減や足場

設置が不要とな

る。 

 

・側壁の裏込材に

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを

使うなど再生材

を積極的に使用

する。 

 

国の再評価
実施要領等

で定められ
た県が実施
する再評価 

 
 
 

 
 
 

継続 
（理由） 
本事業の効果を
発現させること
により地域住民
の安全・安心な
暮らしに寄与す
るため、事業を
継続したい。 
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事業名：事業間連携砂防等事業
い ち ば が せ し も

箇所名：一番ヶ瀬下第三
かんざきし せふりまち はらまき

事業地：神埼市脊振町服巻地内

国の再評価実施要領等で定められた
県が実施する再評価

令和4年度 再評価委員会

位置図

一番ヶ瀬下第三
神埼市脊振町服巻

神埼市役所 脊振総合支所

神埼市脊振町服巻
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事業目的

〇土石流等の土砂災害から人命、財産等を守るため
砂防施設の整備を行う。

・砂防堰堤工 1基 （H=10.5m、Ｌ＝59.9m)
前庭保護工 Ｌ＝10.6ｍ

渓流保全工 Ｌ＝46.4ｍ

管理用道路工 L=239.9m
を整備し土砂災害の防止を図る。

・保全対象

人家 8戸、 公民館1戸、県道260ｍ、 市道300ｍ

流域
A=0.468ｋｍ2

城原川

土石流被害想定区域

（主）三瀬神埼線

保全対象
人家 8戸
公民館 1戸
県道 260ｍ
市道 300ｍ

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域
一番ヶ瀬下公民館
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事業概要

・全体事業費 510百万円

・事業期間 H28～R7
・砂防堰堤工 1.0基

（H=10.5m、Ｌ＝59.9m)
・前庭保護工 Ｌ＝ 10.6ｍ

・渓流保全工 Ｌ＝ 46.4ｍ

・管理用道路 L＝239.9m
・費用対効果 1.5

平面図

正面図 縦断図

砂防堰堤工 1基 （H＝10.5ｍ、L＝59.9ｍ）

渓流保全工 L＝46.4ｍ

前庭保護工 L＝10.6ｍ

管理用道路 L＝165.3ｍ

管理用道路 L＝74.6ｍ

59.9ｍ

10.5ｍ

46.4ｍ 10.6ｍ

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例

事業進捗状況

事業進捗状況

※面積ベース

全体事業費 令和3年度まで 令和4年度 令和5年度以降

事業費(百万円) 510 134 133 243

進捗率(%) 26.3 52.4 100.0

用地進捗率(%)※ 100.0 100.0 100.0

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例

・砂防堰堤工 1.0基  （H=10.5m,Ｌ＝59.9m)

・前庭保護工  L= 10.6ｍ

・渓流保全工  L= 46.4ｍ

・管理用道路 L= 74.6ｍ

・管理用道路 L=165.3ｍ
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整備（予定）前後の状況

整備前 整備後

砂防堰堤工（近景）

砂防堰堤工（遠景）

完成イメージ

整備中

事業を巡る社会情勢等の変化

近年の気候変動に伴い、全国的に災害が頻発化、激甚
化している状況であり、保全対象区域の家屋や公共施設
等は計画当初から変わっていないことから、土石流対策
の重要性も変わらず高い。

・

【最近豪雨の状況】
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費用対効果

B/Cは１．０を上回っている。

総費用額Ｃ：砂防施設の整備及び維持管理に要する費用
（建設費、維持管理費（※事業完了後５０年間））

総便益額Ｂ：砂防施設整備によってもたらされる総便益額（被害軽減額）

・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産）
・農作物被害（水稲、畑作物）
・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁、農地等）
・間接被害（事業所の営業停止被害、応急対策被害等）
・人身被害（逸失利益、精神的損害額）
・残存価値

総費用Ｃ： ３９７百万円
総便益Ｂ： ６０２百万円

⇒費用対効果
Ｂ／Ｃ＝６０２／３９７≒１．５

コスト縮減や代替案等の可能性

【コスト縮減】

・本堤工及び垂直壁工のコンクリート打設時に残存型枠を

使用することにより掘削の軽減や足場設置が不要となる。

・側壁の裏込材に再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うなど再生材を積

極的に使用する。

【代替案の検討】

・特になし
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●一番ヶ瀬下第三は、土石流等の土砂災害から人命、
財産等を守るため砂防施設の整備を行う事業である。

●費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C=1.5）が
確保されている事業である。

●事業進捗率は事業費ベースで約26％（令和3年度末）
であり、用地進捗率は100％となっている。

●本事業の効果を発現させることにより 地域住民の安
全・安心な暮らしに寄与するため、事業を継続する
こととしたい。

対応方針（事業課案）
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  様式イ 

令和４年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名： 河川砂防課  ） 

 

事 業 名 

（路河川等名） 

事業間連携砂防等事業 

末瀬川 

継続・中止理由 末瀬川渓流は、多久市西多久町板屋に位置し、一級河川六角

川水系牛津川へ流れ込む、流域面積 0.033km2 の土石流危険渓

流である。 

下流保全地域には、人家や公共施設（公民館、県道等）が存

在し集中豪雨等による土砂災害が発生した場合、その被害は甚

大なものになると懸念される。 

これまでの事業の進捗としては、令和 3 年度末までの進捗率

で約 21％となっている。 

 地域住民の安全・安心を確保するためには、当事業の継続

が必要である。 

 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

整備前の流域内に対して計画規模の降雨量を発生させ土石

流が発生した場合の土石流被害額を算出し、それをＢ（便益）

とする。 

砂防整備費及び 50 年間の維持管理費をＣ（費用）とする。 

 

・総便益額（現在価値化した総便益） 

Ｂ ＝  352百万円 

・総費用額（現在価値化した総費用） 

Ｃ ＝  198百万円 

・Ｂ／Ｃ＝ 352 / 198 ≒ 1.8 ※費用対効果 

 

備  考  
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様式１  

令和４年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

 

番号 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 
備考 

 
 

 

事業間連携砂
防等事業 

（末瀬川） 

 砂防施設整備を行い、
土石流及び土砂ととも

に流下する流木を確保
し、下流域への土砂流出
による土砂流被害を未

然に防止し地域住民の
生活基盤の確保と民生
の安定を図るものであ

る。 
 
 

 
 
 

 

全体事業費：2.6億円 
事業期間 ：H27～R7 

事業内容 
砂防堰堤工 1基 
（H=8.5m,L=30.0m) 

渓流保全工 L= 79.6ｍ 
取付水路工 L= 97.6ｍ 

 管理用道路 L=180.0ｍ 

 用地買収を完了し、取
付水路工が完了してい

る。 
今後、砂防堰堤工、渓流
保全工、管理用道路を実

施する予定である。 
 
(R3末 進捗率  20.8％) 
(年平均進捗率  3.0％) 
 

近年の気候変動に伴い、
全国的に災害が頻発化、激

甚化している状況であり、
保全対象区域の家屋や公
共施設等は計画当初から

変わっていないことから、
土石流対策の重要性も変
わらず高い。 

最新のマニュア
ルに基づき、費
用対効果（B/C）
を算定した。 
・総便益 
B=352百万円 

・総費用額 
C=198百万円 

 

・B/C=1.8 
 
B/Cは1.0を上回 

っている。 

(コスト縮減策) 
 

・本堤工及び垂直

壁工のコンク

リート打設時

に残存型枠を

使用すること

により掘削の

軽減や足場設

置が不要とな

る。 

 

・側壁の裏込材に

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを

使うなど再生材

を積極的に使用

する。 

 

国の再評価
実施要領等

で定められ
た県が実施
する再評価 

 
 
 

 
 
 

継続 
（理由） 
本事業の効果を
発現させること
により地域住民
の安全・安心な
暮らしに寄与す
るため、事業を
継続したい。 
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事業名：事業間連携砂防等事業
ま つ せ が わ

箇所名：末瀬川
た く し に し た く ま ち い た や

事業地：多久市西多久町板屋地内

国の再評価実施要領等で定められた
県が実施する再評価

令和４年度 再評価委員会

位置図

末瀬川
多久市西多久町板屋

多久市西多久町板屋

多久西 PA
（上り）

多久西 PA
（下り）
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事業目的

〇土石流等の土砂災害から人命、財産等を守るため
砂防施設の整備を行う。

・砂防堰堤工 1基 （H=8.5m、Ｌ＝30.0m)
渓流保全工 Ｌ＝ 79.6ｍ

取付水路工 Ｌ＝ 97.6ｍ

管理用道路 L＝180.0m
を整備し土砂災害の防止を図る。

・保全対象

人家 5戸、 公民館1戸、事業所1戸、 県道203ｍ

流域 A=0.033ｋｍ2

西多久公民館

土石流被害想定区域

保全対象
人家 5戸
公民館 1戸
事業所 1戸
県道203ｍ

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

小城警察署西多久駐在所

農産物直売所 幡船の里

くど造り民家 川打家・森家

（主）多久若木線
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事業概要

・全体事業費 260百万円

・事業期間 H27～R7

・砂防堰堤工 1.0基

（H=8.5m、Ｌ＝30.0m)

・渓流保全工 Ｌ＝ 79.6m

・取付水路工 Ｌ＝ 97.6m

・管理用道路 L＝180.0m

・費用対効果 1.8

黒線：現況断面
赤線：計画断面

正面図

渓流保全工
L＝79.6ｍ

取付水路工
L＝97.6ｍ

砂防堰堤工 1基
（H=8.5m、Ｌ＝30.0m）

縦断図

30.0ｍ

8.5ｍ

79.6ｍ

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例

工事用道路L=90.0m

平面図
管理用道路 L＝82.0ｍ 管理用道路 L＝98.0ｍ

事業進捗状況
・砂防堰堤工 1.0基  （H=8.5mＬ＝30.0m)
・渓流保全工 Ｌ＝79.6ｍ

・取付水路工 Ｌ＝97.6ｍ

・管理用道路 L＝82.0m
・管理用道路 L＝98.0m
・工事用道路 L＝90.0m

※面積ベース

全体事業費 令和3年度まで 令和4年度 令和5年度以降

事業費(百万円) 260 54 55 151

進捗率(%) 20.8 41.9 100.0

用地進捗率(%)※ 100.0 100.0 100.0

事業進捗状況

黒 R３年度 まで

赤 R４年度 実施

黄 R５年度 以降

凡例
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整備（予定）前後の状況

整備前 整備後

砂防堰堤工（近景）

砂防堰堤工（遠景）

完成イメージ

整備中

事業を巡る社会情勢等の変化

【最近豪雨の状況】

近年の気候変動に伴い、全国的に災害が頻発化、激甚
化している状況であり、保全対象区域の家屋や公共施設
等は計画当初から変わっていないことから、土石流対策
の重要性も変わらず高い。

・
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費用対効果

B/Cは１．０を上回っている。

総費用額Ｃ：砂防施設の整備及び維持管理に要する費用
（建設費、維持管理費（※事業完了後５０年間））

総便益額Ｂ：砂防施設整備によってもたらされる総便益額（被害軽減額）

・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産）
・農作物被害（水稲、畑作物）
・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁、農地等）
・間接被害（事業所の営業停止被害、応急対策被害等）
・人身被害（逸失利益、精神的損害額）
・残存価値

総費用Ｃ： １９８百万円
総便益Ｂ： ３５２百万円

⇒費用対効果
Ｂ／Ｃ＝３５２／１９８≒１．８

コスト縮減や代替案等の可能性

【コスト縮減】

・本堤工及び垂直壁工のコンクリート打設時に残存型枠を

使用することにより掘削の軽減や足場設置が不要となる。

・側壁の裏込材に再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うなど再生材を積極

的に使用する。

【代替案の検討】

・特になし
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●末瀬川は、土石流等の土砂災害から人命、財産等を守
るため砂防施設の整備を行う事業である。

●費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C=1.8）が確
保されている事業である。

●事業進捗率は事業費ベースで約21％（令和3年度末）
であり、用地進捗率は100％となっている。

●本事業の効果を発現させることにより 地域住民の安
全・安心な暮らしに寄与するため、事業を継続する
こととしたい。

対応方針（事業課案）
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令和４年度公共事業再評価諮問地区「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：河川砂防課） 

事 業 名 

（路河川等名） 

河川整備交付金事業（広域河川改修事業） 

（松浦川） 

継続・中止理由 〇一級河川松浦川は、下流は直轄管理区間となっており、佐賀 

県管理区間は、武雄市武内町の中心部を流下しており、流下

能力不足による浸水被害が発生している。本事業は、河道拡

幅、築堤および横断構造物改築等を行い、治水安全度を向上

し、流域の浸水被害の軽減を図ることを目的としている。 

〇費用対効果についても、B/C1.0 以上（B/C=4.2）が確保され

ている事業である。 

〇事業進捗率は、事業費ベースで約 69％[約 51 億/74 億] （令

和 3 年度末）であり、用地進捗率は 95％となっており、今

後も円滑な事業執行が可能である。 

〇地域住民の当事業に対する期待は強く、早期完成を望まれて

いる。改修事業を進めている現在においても、近年の洪水に

より被害を受けており、また流域内で家屋や事業所等の状況

もほぼ変化がないことから、事業の必要性は依然として高

い。 

〇よって、当該事業の完成に向けて、事業費の予算確保に努め

ながら、事業を継続することとしたい。 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）は河川改修による年平均被害軽減額を対象期間

分合計したもの。 

総費用（Ｃ）は治水施設の建設費と維持管理費を対象期間分

合計したもの。 

（※対象期間＝整備期間＋施設完成後５０年間。） 

 

総便益額（現在価値化した総便益） 

Ｂ ＝ 42,103 百万円 

総費用額（現在価値化した総費用） 

Ｃ ＝ 10,068 百万円 

 

Ｂ／Ｃ ＝ 42,103  / 10,068  ≒ 4.2 

備  考  
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0様式２  

令和４年度再評価対象事業    （再評価実施後、一定期間（5年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

（対象：平成２９年度再評価実施事業） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

再評価 
時点 

 
Ｈ２９ 
 

 

松浦川 
河川整備交付金 

事業（広域河川 
改修事業） 
 

 

河道改修（河道拡幅、築
堤および横断構造物改築

等）を行い、治水安全度
を向上し、流域の浸水被
害の軽減を図る。 

 
・計画流量 800m3/s 
・計画治水安全度 1/30 

全体事業費:C=60.7 億円 
工   期：H14～H42(R12) 

改修延長 
松浦川：L=6,200m 
鳥海川：L=1,000m 

事業内容： 
掘削、築堤、護岸、 
橋梁8基、堰1基 

サイフォン2基 
樋門・樋管13基 

萩ノ尾堰から真西橋
までの約3,800mの暫

定築堤および暫定掘
削を進めている。 
 

(H28末進捗率 53%) 
 
 

(過去の災害実績) H2.7 

浸水戸数 106戸 

浸水面積  146ha 

 
(地域の状況) 
氾濫区域内の土地利用に

ついて、平成24年度以降
の大規模開発や宅地造成
は確認されない。 

武雄市全体の人口は減少
傾向である。 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ
(案)(H17.4)に基づ

き、費用対効果（B/C）
を算出した。 
・総便益（一般資産被

害額・農作物被害
額・公共土木施設等
被害額） 

B=9,857百万円 
・総費用額 

C=7,520百万円 

・現在(B/C) 
1.3 

(コスト縮減策) 
・護岸等に現地発生石

材や近隣他工事で
発生した石材を利
用する、掘削土を埋

戻土にするなど建
設副産物を有効利
用する。 

・護岸の裏込材に再生
ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うな
ど再生材を積極的

に使用する。 

再評価実施
後５年が経

過 

平成2年等の洪水被害を軽
減するために、河道拡幅、

築堤および横断構造物改
築等を行い、治水安全度を
向上させる。これにより、

地域住民の安全・安心の暮
らしに寄与できるため、当
事業の継続が必要である。 

現時点 
 

R４ 

松浦川 
河川整備交付金 

事業（広域河川 
改修事業） 
 

 

河道改修（河道拡幅、築
堤および横断構造物改築

等）を行い、治水安全度
を向上し、流域の浸水被
害の軽減を図る。 

 
・計画流量 800m3/s 
・計画治水安全度 1/30 

全体事業費：C=73.8億円 
工   期：H14～R14 

改 修 延 長： 
松浦川 L=6,200m 
鳥海川 L=1,000m 

事業内容： 
築堤、掘削、護岸、 
橋梁8基、堰1基 

サイフォン2基 
樋門・樋管17基 

萩ノ尾堰から真西橋
までの約3,800mの暫

定築堤および暫定掘
削を概ね完了してい
る。 

 
(R3末進捗率 69%) 
 

 
 

(過去の災害実績) 
 同上 

 
(地域の状況) 
流域内で家屋や事業所等

の状況は、ほぼ変化はな
く、事業の必要性は依然
として高い。 

治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ
(案)(R2.4)に基づき、

費用対効果（B/C）を
算出した。 
・総便益（一般資産被

害額・農作物被害
額・公共土木施設等
被害額） 

B=42,103百万円 
・総費用額 

C=10,068百万円 

・現在(B/C) 
4.2 

同上 
 

 

再評価実施
後５年が経

過（前回評価
時より工期
延長及び事

業費増額） 
 

継続 
(理由) 

・地域の状況から、事業の
必要性は依然として高
く、地域住民の安全・安

心な暮らしに寄与する
ため、事業を継続した
い。 

理由

等 
 
 

  

 
 

(事業費の増加) 

・樋門設置個所を追加した
ことによる増。 

・河道掘削における建設発

生土の運搬距離変更に
よる増。 

 

(事業期間の延長) 
・用地取得難航に伴う工期

の延長。 

 

 
 

 

 
 

B/Cは1.0を上回って

いる。 
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令和４年度 再評価委員会

事業名：河川整備交付金事業
（広域河川改修事業）

まつうらがわ まつうらがわ

河川名：一級河川松浦川水系松浦川

事業地：武雄市

再評価実施後5年が経過したため再評価

位 置 図

松浦川

もぐり橋界橋

真西橋

皿堰

松 浦 川

鳥
海

川

川
古
川

武雄北中学校

武内小学校

電子地形図（国土地理院）を加工して作成

馬場橋

萩ノ尾堰
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事業目的

〇流下能力不足による浸水被害が発生

平成2年7月洪水 浸水戸数 床上浸水：13戸
床下浸水：93戸
浸水面積：146ha

〇浸水被害の軽減を図る

河道改修（河道拡幅、築堤および横断構造物改築等）を行い、
治水安全度を向上し、流域の浸水被害の軽減を図る。

・計画流量 800m3/s （620m3/s）

・計画治水安全度 1/30 （1/10）
※（ ）は暫定改修時の計画流量及び計画治水安全度

平成２年７月梅雨前線豪雨 松浦川

◆真西橋左岸上流の浸水状況 ※堤防が未整備。

◆梅の原橋付近の浸水状況

左岸3/800付近

左岸5/500付近

(主)相知山内線
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令和元年８月豪雨・令和３年８月豪雨 松浦川

左岸5/500付近

◆梅の原橋付近の浸水状況 ◆県道相知山内線の浸水状況）
（令和元年８月） （令和３年８月）

左岸5/650付近

(主)相知山内線(主)相知山内線

事業概要
前回再評価（H２９） 今回

・全体事業費 6,070百万円 7,377百万円

・事業期間 H14～H42（R12） H14～R14
・改修延長 6,200m(松浦川)

1,000m(鳥海川)
6,200m(松浦川)
1,000m(鳥海川)

・計画流量 800m3/s 800m3/s
・計画治水安全度 1/30 1/30
・事業内容 掘削、築堤、護岸、

橋梁8基、堰1基

サイフォン2基

樋門・樋管13基

掘削、築堤、護岸、

橋梁8基、堰1基

サイフォン2基

樋門・樋管17基

・費用対効果 1.3 4.2

○事業の進捗状況
令和３年度まで 令和４年度 令和５年度以降

事業費（百万円） 5,059 250 2,068
進捗率（％） 68.6 72.0 100.0
用地進捗率（％） 94.9 96.3 100.0

31



事業進捗状況

○事業進捗状況 ・下流から真西橋下流までの暫定改修を完了

R4年度実施

R3年度まで

R5年度以降

電子地形図（国土地理院）を加工して作成

整備前後の状況

界橋

改修前 改修後

橋長 62.3m

現況 16.5m
計画 39.0m

2/200付近
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整備中の状況

皿堰改築

62.3m

１期施工２期施工

整備中 整備中

河道拡幅

現況 13.2m

計画 41.6m

3/800付近4/100付近

事業内容の見直し理由（1/2）

もぐり橋

馬場橋

萩ノ尾堰

→

→

前回再評価H29時点（13基）

今回追加分（4基）

→

樋門設置個所の増

電子地形図（国土地理院）を加工して作成

現地詳細調査を踏まえた排水計画検討の結果、新たに樋門の増設（4基）が必要となったため。
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事業内容の見直し理由（2/2）

河道掘削における建設発生土の運搬距離変更による増

当初設計では現場より６ｋｍの範囲内で、建設発生土の公共事業への流用を想定していたが、
時期の違いや、受入れ側の土質条件等により適地が無かった。

このため、港湾の公共事業である伊万里市山代町の浦ノ崎埋立地への流用となり、運搬距離が
長くなり、工事費が増となった。

松浦川
現場

（当初）
現場より６ｋｍ内で想定

浦ノ崎
埋立地

（変更）
現場より２７ｋｍ

電子地形図（国土地理院）を加工して作成

10%

コンクリート舗装

張コンクリート

取水樋管 B1.50m×H1 .50m
（4/125+11.00付近）

堰軸位置
4/

12
5+

6.
00

付近

２号集水桝
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事業期間の見直し理由（1/1）

皿堰

当初、皿堰の工事については、令和元年に着手予
定であったが、皿堰の用地において、相続処理に時
間を要したため、令和3年度からの工事着手となり、
遅れが生じた。
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事業を巡る社会情勢等の変化

〇地域の状況

・近年の洪水により、浸水被害が発生している。

・流域内の家屋や事業所等の状況は、ほぼ変化はなく、事業
の必要性は依然として高い。

費用対効果

総費用額Ｃ：治水施設の整備及び施設完成後５０年間の維持管理
に要する総費用

総便益額Ｂ：治水施設整備によってもたらされる施設完成後５０年
までの総便益額

総費用Ｃ： １０，０６８百万円
総便益Ｂ： ４２，１０３百万円

※ 費用対効果
Ｂ／Ｃ＝ ４２，１０３ ／１０，０６８ ≒ ４．２

・一般資産被害（家屋、事業所等） ４,４３０百万円

・農作物被害（水稲、畑作物等） ５３９百万円

・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁等） ３４,５７５百万円

・間接被害（事業所の営業停止被害、清掃費用等） ９４８百万円

・残存価値 １８５百万円

B/Cは1.0を上回っている
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コスト縮減や代替案等の可能性

【コスト縮減】

・護岸等に現地発生石材や近隣他工事で発生した石材を

利用する、掘削土を埋戻土にするなど建設副産物を

有効利用する。

・護岸の裏込材に再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うなど再生材を

積極的に使用する。

【代替案の検討】
・特になし

対応方針（事業課案）
一級河川松浦川水系松浦川は、流下能力不足による浸水被害がたび
たび発生している。本事業は、河道拡幅、築堤および横断構造物改築
等を行い、治水安全度を向上し、 流域の浸水被害の軽減を図ることを
目的としている。

費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C＝4.2）が確保されている事
業である。

事業進捗率は、事業費ベースで約69%[約51億／約74億]（令和3年度
末）であり、用地進捗率は95％となっており、今後も円滑な事業執行が
可能である。

地域住民の当事業に対する期待は強く、早期完成を望まれている。改
修事業に着手した現在においても、近年の洪水により浸水被害が発生
しており、また流域内の家屋や事業所等の状況は、ほぼ変化はなく、事
業の必要性は依然として高い。

よって、当該事業の完成に向けて、事業費の予算確保に努めながら、
事業を継続することとしたい。

●

●

●

●

●
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令和４年度公共事業再評価諮問地区「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：河川砂防課） 

事 業 名 

（路河川等名） 

河川整備交付金事業（地震・高潮対策河川事業） 

（浜川） 

継続・中止理由 〇二級河川浜川は、鹿島市中心部を流下し、その下流部では高

潮による浸水被害が発生している。本事業は、河道改修を行い、

治水安全度を向上し、流域の浸水被害の軽減を図ることを目的

としている。 

 

〇費用対効果についても、B/C1.0 以上（B/C＝10.0）が確保さ

れている事業である。 

 

〇事業進捗率は、事業費ベースで約 62%[約 41.1 億/約 66.0 億]

（令和 3 年度末）であり、用地進捗率は約 96％となっている。 

 

〇地域住民の当事業に対する期待は大きく、早期完成を望まれ

ている。流域内の家屋や事業所等の状況は、ほぼ変化はなく、

事業の必要性は依然として高い。 

 

〇よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続することとし

たい。 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

総便益（Ｂ）は河川改修による年平均被害軽減額を対象期間

分合計したもの。 

総費用（Ｃ）は治水施設の建設費と維持管理費を対象期間分

合計したもの。 

（※対象期間＝整備期間＋施設完成後５０年間。） 

 

総便益額（現在価値化した総便益） 

Ｂ ＝ 159,971 百万円 

総費用額（現在価値化した総費用） 

Ｃ ＝ 15,941 百万円 

 

Ｂ／Ｃ ＝ 159,971 / 15,941  ≒ 10.0 

備  考  
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様式２  

令和４年度再評価対象事業    （再評価実施後、一定期間（5年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

（対象：平成２９年度再評価実施事業） 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

再評価 
時点 

 
Ｈ２９ 
 

 

浜川 
河川整備交付金

事業（地震・高
潮対策河川事
業） 

 
 

高潮堤防の築造、狭窄部の
解消を行い、治水安全度を

向上し、流域の高潮被害の
軽減を図る 
 

・計 画 流 量：280m3/s 
・計画治水安全度：1/50 
 

全体事業費：C=66億円 
工   期：H2～H39 

改 修 延 長：L=670m 
事業内容：掘削・護岸、
橋梁1基、JR橋梁(ｱﾝﾀﾞｰ 

ﾎﾞｯｸｽ)1式 
 
 

用地補償は家屋2戸を
除いて完成している。

（JR橋部と右岸護岸
220m、左岸護岸142mが
未施工） 

(H28末進捗率 61.8%) 
 
 

 
 
 

(過去の災害実績) 
・S60.8(高潮による) 

浸水戸数  749戸 
浸水面積  107ha 
 

(地域の状況) 
隣接地が重要伝統的建造物

群保存地区に指定されてお

り、地域を中心として酒蔵ツ
ーリズムや水辺で乾杯などの
イベントが開催され、観光客

も増加している。 
 

最新(H17)のﾏﾆｭｱﾙ
に基づき、費用対

効果（B/C）を算出
した。 
総便益（一般資産

被害額・農作物被
害額・公共土木施
設等被害額） 

B=130,016百万円 
総費用額 
C=12,256百万円 

現在(B/C) 
10.6 

・護岸等に現地発
生石材や近隣

他工事で発生
した石材を利
用する、掘削土

を埋戻土にす
るなど建設副
産物を有効利

用する。 
・護岸の裏込材に

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ

を使うなど再
生材を 積極的
に使用する。 

 
 

再評価実施後５
年が経過 

 
 

継続 
地域住民の安

心・安全を確保
するためには、
当事業の継続

が適当である。 
 
 

 
 

現時点 

 
R４ 

浜川 

河川整備交付金
事業（地震・高
潮対策河川事

業） 
 
 

高潮堤防の築造、狭窄部の

解消を行い、治水安全度を
向上し、流域の高潮被害の
軽減を図る 

 
・計 画 流 量：280m3/s 
・計画治水安全度：1/50 

 

全体事業費：C=66億円 

工   期：H2～R9(H39) 
改 修 延 長：L=670m 
事業内容：掘削・護岸、

橋梁1基、JR橋梁(ｱﾝﾀﾞｰ 

ﾎﾞｯｸｽ)1式 
 

 

用地補償は家屋2戸を

除いて完成している。
（JR橋部と右岸護岸
220m、左岸護岸142mが

未施工） 
(R3末進捗率 62.2%) 
 

 
 

(過去の災害実績) 

 同上 
 
(地域の状況) 

 流域内では家屋や事業所等
の状況は、ほぼ変化はなく、
事業の必要性は依然として高

い。 
 

最新(R2)のﾏﾆｭｱﾙ

に基づき、費用対
効果（B/C）を算出
した。 

総便益（一般資産
被害額・農作物被
害額・公共土木施

設等被害額） 
B=159,971百万円 
総費用額 

C=15,941百万円 
現在(B/C) 
10.0 

 
 

同上 

 
 

再評価実施後５

年が経過 
 
 

継続 

（理由） 
地域の状況か
ら、事業の必要

性は依然とし
て高く、地域住
民の安心・安全

な暮らしに寄
与するため、事
業を継続した

い。 
 
 

 

理由等 
 
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

B/Cは1.0を上回
っている。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

H29 
R4 

38



令和4年度 再評価委員会

事業名：河川整備交付金事業
（地震・高潮対策河川事業）

はまがわ はまがわ

河川名：二級河川浜川水系浜川

事業地：鹿島市

再評価実施後5年が経過したため再評価

位 置 図

浜川

高潮対策事業
L=670m

有明海

鹿島市役所

肥前浜駅

新浜大橋

浜橋

0k280左岸

0k450右岸

0k525右岸

0k550右岸

凡 例

完了区間

未完了区間

被災写真位置
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事業目的

○浸水被害・高潮被害が発生

昭和60年8月高潮 浸水戸数：749戸

浸水面積：107ha

○浸水・高潮被害の軽減を図る

高潮堤防の築造、狭窄部の解消を行い、治水安全

度を向上し、流域の高潮被害の軽減を図る。

計画流量 280ｍ３／ｓ

計画治水安全度 1／50

過去の高潮状況

昭和60年8月台風13号による高潮状況
(左岸0ｋ/280付近)

平成11年9月台風18号による高潮状況
(左岸0ｋ/280付近)
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最高潮位：
TP+3.60m(H24.9.17. 9時47分)

右岸0ｋ/550付近 右岸0ｋ/450付近

平成24年9月16日台風16号による高潮状況

過去の高潮状況

① ②

事業概要

前回再評価（H29） 今回

・全体事業費 6,600百万円 6,600百万円

・事業期間 H2～H39（R9） H2～R9
・改修延長 670m 670m
・計画流量 280m3/s 280m3/s
・計画治水安全度 1/50 1/50
・事業内容 掘削・護岸L=670m

橋梁1基

JR橋梁（アンダーボックス）

掘削・護岸L=670m
橋梁1基

JR橋梁（アンダーボックス）

・費用対効果 10.6 10.0

○事業の進捗状況

令和３年度まで 令和４年度 令和５年度以降

事業費（百万円） 4,107 125 2,368
進捗率（％） 62.2 63.9 100.0
用地進捗率（％） 95.8 95.8 100.0
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事業進捗状況

○事業進捗状況
・ＪＲ橋梁一式と右岸護岸220m、左岸護岸142mを除き、改修を完了。

JR長崎本線

国道２０７号

浜橋
JR長崎本線

 L= 142m

 L= 220m

改修後

整備の状況

0k550付近(浜大橋より下流を望む)

改修前

〇護岸整備

〇JRアンダーボックス

▽ 2.70 ▽ 2.70▽ 2.70

▽ 5.50 計画潮位

朔望平均満潮位

▽+0.14

650 4000 5120 24000 5120 4000 650

43540

1：2.01：2.0

1： 1.5

1：2.01：2.0

・JRアンダーボックスの施工に向け、JRと協議中であり、 令和6年度から着工予定
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事業を巡る社会情勢等の変化

〇地域の状況

・流域内の家屋や事業所等の状況は、ほぼ変化はなく、事業
の必要性は依然として高い。

費用対効果

総費用額Ｃ：高潮堤防の築造及び維持管理に要する総費用
総便益額Ｂ：高潮堤防の築造によってもたらされる総便益額

（被害軽減額）
・一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産、農漁家資産） 82,347百万円

・農作物被害（水稲、畑作物） 166百万円
・公共土木施設等災害被害（道路、橋梁、農地等） 67,012百万円
・間接被害（事業所の営業停止被害、応急対策被害等） 9,941百万円
・残存価値 505百万円

総費用Ｃ： １５,９４１百万円
総便益Ｂ：１５９,９７1百万円

※ 費用対効果
Ｂ／Ｃ ＝ １５９,９７1／ １５,９４１ ＝ １０．０

B/Cは1.0を上回っている
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コスト縮減や代替案等の可能性

〇コスト縮減

・護岸等に現地発生石材や近隣他工事で発生した石材を

利用する、掘削土を埋戻土にするなど建設副産物を

有効利用する。

・護岸の裏込材に再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝを使うなど再生材を

積極的に使用する。

〇代替案の検討
・特になし

対応方針（事業課案）
●

●

●

●

●

〇二級河川浜川水系浜川は、鹿島市中心部を流下、その下流部では高潮
による浸水被害が発生している。本事業は、河道改修を行い、治水安全
度を向上し、 流域の浸水被害の軽減を図ることを目的としている。

〇費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C＝10.0）が確保されている
事業である。

〇事業進捗率は、事業費ベースで約62%[約41.1億/約66.0億]（令和3年度
末）であり、用地進捗率は約96％となっている。

〇地域住民の当事業に対する期待は大きく、早期完成を望まれている。
また、流域内の家屋や事業所等の状況は、ほぼ変化はなく、事業の
必要性は依然として高い。

〇よって、当該事業の完成に向けて、事業を継続することとしたい。
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